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１ 連結の目的 

市では、一般会計等のほかにも、水道事業などの企業会計や、介護保険事

業や国民健康保険事業などの特別会計において、さまざまな行政サービスを

実施しています。 

また、市の会計ではないものの、明石地域振興開発や明石市産業振興財団

などの団体において、市と密接に連携協力して実施しているサービスもあり

ます。 

こうしたことを踏まえ、市全体としての総合的な財政状況等を明らかにす

るため、一般会計等以外の各会計や、市とつながりの深い団体を含めて、一

つの行政サービス実施主体とする、連結財務書類を作成しています。 

 

２ 連結の範囲 

市の全会計を連結したものを「市全体の財務書類」、これに加えて、広域

連合、地方独立行政法人、および、市の出資比率が２５％以上である第３セ

クター等を連結したものを「連結財務書類」として作成しています。 

 
 

  

 会計区分 会計名 

 

一
般
会
計
等 

 
 

 
 

 

市 
全 

体 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

連 
 

 

結 

一般会計  

特別会計 葬祭事業 

石ヶ谷墓園整備事業 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

 

 地方卸売市場事業 

国民健康保険事業 

介護保険事業 

後期高齢者医療事業 

企業会計 水道事業 

下水道事業 

 

広域連合 兵庫県後期高齢者医療広域連合 

地方独立行政法人 明石市立市民病院 

第３セクター等 (財)明石市産業振興財団 

明石地域振興開発(株) 

(財)あかしこども財団 
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３ 連結の手続 

総務省から示された「連結財務書類作成の手引き」に基づき、作成してい

ます。 

連結の対象となる会計、団体間での繰入・繰出や出資などの取引は、原則

として相殺しています。 

 

４ 市全体の財務書類 

 (1)貸借対照表 

貸借対照表は、会計年度末時点における財政状態（資産・負債・純資産の

残高及び内訳）を表示したものです。 

資産は4,745億円で、42億円減少しました。これに対応するものとして、

将来返済しなければならない負債は2,413億円で、47億円減少し、返済を要

しない純資産は2,332億円で、5億円増加しました。 

 

 
（単位：百万円）

R01 R02 増減額 増減率 R01 R02 増減額 増減率

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 453,764 448,095 △ 5,669 △ 1.2 固定負債 224,426 219,700 △ 4,726 △ 2.1

有形固定資産 434,879 429,276 △ 5,603 △ 1.3 地方債 156,137 152,192 △ 3,945 △ 2.5

事業用資産 179,970 178,849 △ 1,121 △ 0.6 長期未払金 7,798 7,718 △ 80 △ 1.0

土地 104,905 103,481 △ 1,424 △ 1.4 退職手当引当金 14,483 14,465 △ 18 △ 0.1

建物 140,464 144,071 3,607 2.6 その他 46,008 45,325 △ 683 △ 1.5

建物減価償却累計額 △ 74,409 △ 77,342 △ 2,933 3.9 流動負債 21,536 21,601 65 0.3

工作物 14,382 15,530 1,148 8.0 1年内償還予定地方債 15,052 15,870 818 5.4

工作物減価償却累計額 △ 6,517 △ 7,280 △ 763 11.7 未払金 1,691 1,209 △ 482 △ 28.5

建設仮勘定 1,145 389 △ 756 △ 66.0 賞与等引当金 1,372 1,379 7 0.5

インフラ資産 253,547 249,097 △ 4,450 △ 1.8 預り金 2,888 2,941 53 1.8

土地 96,117 96,185 68 0.1 その他 533 202 △ 331 △ 62.1

建物 15,292 15,318 26 0.2

建物減価償却累計額 △ 10,427 △ 10,754 △ 327 3.1

工作物 335,094 336,175 1,081 0.3

工作物減価償却累計額 △ 183,546 △ 189,199 △ 5,653 3.1

建設仮勘定 1,017 1,372 355 34.9

物品 5,409 5,519 110 2.0

物品減価償却累計額 △ 4,047 △ 4,189 △ 142 3.5

無形固定資産 184 175 △ 9 △ 4.9

投資その他の資産 18,701 18,644 △ 57 △ 0.3

投資及び出資金 6,697 6,559 △ 138 △ 2.1 245,962 241,301 △ 4,661 △ 1.9

長期延滞債権 1,427 1,288 △ 139 △ 9.7

長期貸付金 699 575 △ 124 △ 17.7 【純資産の部】

基金 9,641 9,961 320 3.3 純資産 232,745 233,235 490 0.2

その他 237 261 24 10.1

流動資産 24,943 26,441 1,498 6.0

現金預金 12,026 13,018 992 8.2

未収金 1,731 1,972 241 13.9

短期貸付金 147 138 △ 9 △ 6.1

基金 10,555 10,743 188 1.8

財政基金 9,053 9,241 188 2.1

減債基金 1,502 1,502 0 0.0

その他 484 570 86 17.8 232,745 233,235 490 0.2

478,707 474,536 △ 4,171 △ 0.9 478,707 474,536 △ 4,171 △ 0.9資産合計 負債及び純資産合計

市全体貸借対照表

科目 科目

負債合計

純資産合計
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 (2)行政コスト及び純資産変動計算書 

行政コスト計算書及び純資産変動計算書とは、一会計期間中の費用・収益

の取引高及び一会計期間中の純資産の変動を表示したものです。 

経常行政コストの総額は1,934億円で、368億円増加しました。これに対す

る使用料・手数料などの経常収益は145億円で、16億円減少し、差引である

純経常行政コストは1,789億円で、384億円増加しました。また、臨時損失・

臨時利益を差引した純行政コストは、1,793億円で389億円増加しました。こ

の純行政コストに財源を加え、さらに無償所管換等を加えた5億円が純資産

変動額になります。 

本年度末純資産残高2,332億円は、前年度末純資産残高に純資産変動額を

加えたものです。 

 

 
（単位：百万円）

R01 R02 増減額 増減率

経常費用 156,610 193,394 36,784 23.5

業務費用 59,897 61,992 2,095 3.5

人件費 20,519 22,652 2,133 10.4

職員給与費 17,346 18,418 1,072 6.2

退職手当引当金繰入額等 3,173 4,234 1,061 33.4

物件費等 35,906 36,115 209 0.6

物件費 19,551 19,520 △ 31 △ 0.2

減価償却費 12,992 12,831 △ 161 △ 1.2

維持補修費等 3,363 3,764 401 11.9

その他の業務費用 3,472 3,225 △ 247 △ 7.1

支払利息等 3,472 3,225 △ 247 △ 7.1

移転費用 96,713 131,402 34,689 35.9

社会保障給付 75,311 77,271 1,960 2.6

補助費等 21,402 54,131 32,729 152.9

経常収益 16,096 14,500 △ 1,596 △ 9.9

使用料及び手数料 12,996 11,319 △ 1,677 △ 12.9

その他 3,100 3,181 81 2.6

純経常行政コスト △ 140,514 △ 178,894 △ 38,380 27.3

臨時損失 30 518 488 1,626.7

臨時利益 132 116 △ 16 △ 12.1

純行政コスト △ 140,412 △ 179,296 △ 38,884 27.7

財源 139,661 178,068 38,407 27.5

税収等 80,992 81,976 984 1.2

国県等補助金 58,669 96,092 37,423 63.8

本年度差額 △ 751 △ 1,228 △ 477 63.5

資産評価差額 0 0 0 －

無償所管換等 301 1,718 1,417 470.8

その他 0 0 0 －

本年度純資産変動額 △ 450 490 940 △ 208.9

前年度末純資産残高 233,195 232,745 △ 450 △ 0.2

本年度末純資産残高 232,745 233,235 490 0.2

市全体行政コスト及び純資産変動計算書

科目
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 (3)資金収支計算書 

資金収支計算書とは、一会計期間中の現金の受払いを「業務活動収支」、

「投資活動収支」、「財務活動収支」の3つの区分で表示したものです。 

行政サービスを行う中での、業務活動収支は99億円の黒字、資産形成等に

係る投資活動収支は56億円の赤字、地方債の借入・償還に係る財務活動収支

は34億円の赤字となり、本年度資金収支額は、9億円の黒字となります。 

 

（単位：百万円）

R01 R02 増減額 増減率

【業務活動収支】

業務支出 143,124 179,932 36,808 25.7

業務費用支出 46,402 48,499 2,097 4.5

移転費用支出 96,722 131,433 34,711 35.9

業務収入 152,916 189,810 36,894 24.1

臨時支出 8 7 △ 1 △ 12.5

臨時収入 0 5 5

業務活動収支 9,784 9,876 92 0.9

【投資活動収支】

投資活動支出 10,938 10,111 △ 827 △ 7.6

投資活動収入 3,746 4,550 804 21.5

投資活動収支 △ 7,192 △ 5,561 1,631 △ 22.7

【財務活動収支】

財務活動支出 15,030 15,307 277 1.8

財務活動収入 10,547 11,927 1,380 13.1

財務活動収支 △ 4,483 △ 3,380 1,103 △ 24.6

△ 1,891 935 2,826 △ 149.4

11,133 9,242 △ 1,891 △ 17.0

9,242 10,177 935 10.1

前年度末歳計外現金残高 2,708 2,784 76 2.8

本年度歳計外現金増減額 76 57 △ 19 △ 25.0

本年度末歳計外現金残高 2,784 2,841 57 2.0

本年度末現金預金残高 12,026 13,018 992 8.2

市全体資金収支計算書

科目

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高
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５ 連結財務書類 

 (1)貸借対照表 

資産は4,912億円で、6億円減少しました。これに対応するものとして、将

来返済しなければならない負債は2,488億円で、36億円減少し、返済を要し

ない純資産は2,423億円で29億円増加しました。 

 

 

（単位：百万円）

R01 R02 増減額 増減率 R01 R02 増減額 増減率

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 462,336 457,435 △ 4,901 △ 1.1 固定負債 229,267 225,460 △ 3,807 △ 1.7

有形固定資産 446,774 441,539 △ 5,235 △ 1.2 地方債 158,197 154,698 △ 3,499 △ 2.2

事業用資産 191,264 190,001 △ 1,263 △ 0.7 長期未払金 7,799 7,729 △ 70 △ 0.9

土地 112,587 111,163 △ 1,424 △ 1.3 退職手当引当金 17,076 17,178 102 0.6

建物 145,791 149,525 3,734 2.6 その他 46,195 45,855 △ 340 △ 0.7

建物減価償却累計額 △ 76,221 △ 79,415 △ 3,194 4.2 流動負債 23,163 23,388 225 1.0

工作物 14,546 15,694 1,148 7.9 1年内償還予定地方債 15,530 16,290 760 4.9

工作物減価償却累計額 △ 6,584 △ 7,355 △ 771 11.7 未払金 2,509 2,204 △ 305 △ 12.2

建設仮勘定 1,145 389 △ 756 △ 66.0 賞与等引当金 1,656 1,673 17 1.0

インフラ資産 253,547 249,097 △ 4,450 △ 1.8 預り金 2,997 3,079 82 2.7

土地 96,117 96,185 68 0.1 その他 471 142 △ 329 △ 69.9

建物 15,292 15,318 26 0.2

建物減価償却累計額 △ 10,427 △ 10,754 △ 327 3.1

工作物 335,094 336,175 1,081 0.3

工作物減価償却累計額 △ 183,546 △ 189,199 △ 5,653 3.1

建設仮勘定 1,017 1,372 355 34.9

物品 8,346 8,919 573 6.9

物品減価償却累計額 △ 6,383 △ 6,478 △ 95 1.5

無形固定資産 212 407 195 92.0

投資その他の資産 15,350 15,489 139 0.9

投資及び出資金 3,001 2,771 △ 230 △ 7.7 252,430 248,848 △ 3,582 △ 1.4

長期延滞債権 1,437 1,297 △ 140 △ 9.7

長期貸付金 371 526 155 41.8 【純資産の部】

基金 10,304 10,633 329 3.2 純資産 239,375 242,323 2,948 1.2

その他 237 262 25 10.5

流動資産 29,469 33,736 4,267 14.5

現金預金 15,399 18,775 3,376 21.9

未収金 2,925 3,554 629 21.5

短期貸付金 23 15 △ 8 △ 34.8

基金 10,555 10,743 188 1.8

財政基金 9,053 9,241 188 2.1

減債基金 1,502 1,502 0 0.0

その他 567 649 82 14.5 239,375 242,323 2,948 1.2

491,805 491,171 △ 634 △ 0.1 491,805 491,171 △ 634 △ 0.1資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表

科目 科目

負債合計

純資産合計
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 (2)行政コスト及び純資産変動計算書 

経常行政コストの総額は2,393億円で、355億円増加しました。これに対す

る使用料・手数料などの経常収益は222億円で、24億円減少し、差引である

純経常行政コストは2,170億円で前年度から378億円の増加となりました。ま

た、臨時損失・臨時利益を差引した純行政コストは、2,174億円で383億円増

加しました。この純行政コストに財源を加え、さらに無償所管換等を加えた

29億円が純資産変動額になります。 

本年度末純資産残高2,423億円は、前年度末純資産残高に純資産変動額を

加えたものです。 

 

 

（単位：百万円）

R01 R02 増減額 増減率

経常費用 203,789 239,263 35,474 17.4

業務費用 69,450 71,656 2,206 3.2

人件費 25,011 27,867 2,856 11.4

職員給与費 21,319 23,095 1,776 8.3

退職手当引当金繰入額等 3,692 4,772 1,080 29.3

物件費等 40,257 39,882 △ 375 △ 0.9

物件費 23,369 22,626 △ 743 △ 3.2

減価償却費 13,487 13,374 △ 113 △ 0.8

維持補修費等 3,401 3,882 481 14.1

その他の業務費用 4,182 3,907 △ 275 △ 6.6

支払利息等 4,182 3,907 △ 275 △ 6.6

移転費用 134,339 167,607 33,268 24.8

社会保障給付 75,197 77,166 1,969 2.6

補助費等 59,142 90,441 31,299 52.9

経常収益 24,620 22,246 △ 2,374 △ 9.6

使用料及び手数料 12,996 11,336 △ 1,660 △ 12.8

その他 11,624 10,910 △ 714 △ 6.1

純経常行政コスト △ 179,169 △ 217,017 △ 37,848 21.1

臨時損失 43 522 479 1,114.0

臨時利益 132 116 △ 16 △ 12.1

純行政コスト △ 179,080 △ 217,423 △ 38,343 21.4

財源 179,128 218,668 39,540 22.1

税収等 104,272 104,910 638 0.6

国県等補助金 74,856 113,758 38,902 52.0

本年度差額 48 1,245 1,197 2,493.8

資産評価差額 0 0 0 －

無償所管換等 331 1,703 1,372 414.5

その他 0 0 0 －

本年度純資産変動額 379 2,948 2,569 677.8

前年度末純資産残高 238,996 239,375 379 0.2

本年度末純資産残高 239,375 242,323 2,948 1.2

連結行政コスト及び純資産変動計算書

科目
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(3)資金収支計算書 

行政サービスを行う中での、業務活動収支は131億円の黒字、資産形成等

に係る投資活動収支は68億円の赤字、地方債の借入・償還に係る財務活動収

支は30億円の赤字となり、本年度資金収支額は、33億円の黒字となります。 

 

（単位：百万円）

R01 R02 増減額 増減率

【業務活動収支】

業務支出 190,395 224,820 34,425 18.1

業務費用支出 55,398 57,187 1,789 3.2

移転費用支出 134,997 167,633 32,636 24.2

業務収入 200,883 237,949 37,066 18.5

臨時支出 8 7 △ 1 △ 12.5

臨時収入 0 5 5

業務活動収支 10,480 13,127 2,647 25.3

【投資活動収支】

投資活動支出 11,261 11,327 66 0.6

投資活動収入 3,775 4,567 792 21.0

投資活動収支 △ 7,486 △ 6,760 726 △ 9.7

【財務活動収支】

財務活動支出 15,981 16,114 133 0.8

財務活動収入 11,120 13,076 1,956 17.6

財務活動収支 △ 4,861 △ 3,038 1,823 △ 37.5

△ 1,867 3,329 5,196 △ 278.3

14,465 12,615 △ 1,850 △ 12.8

17 △ 10 △ 27 △ 158.8

12,615 15,934 3,319 26.3

前年度末歳計外現金残高 2,708 2,784 76 2.8

本年度歳計外現金増減額 76 57 △ 19 △ 25.0

本年度末歳計外現金残高 2,784 2,841 57 2.0

本年度末現金預金残高 15,399 18,775 3,376 21.9

連結資金収支計算書

科目

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額
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６ 一般会計等との比較 

 

（1）貸借対照表について 

資産や負債の規模を比較するため、一般会計等との倍率による分析を行

います。 

構成比で最も高い有形固定資産について、一般会計等で2,870億円、市全

体で4,293億円、連結で4,415億円となっています。一般会計等に比べ、市

全体で1.5倍となっており、これはおもに水道事業、下水道事業会計で、浄

水・配水・処理施設や管路などの設備を保有していることによるものです。 

また、連結も同倍率ですが、これは、市民病院の施設や設備、あかしこ

ども財団の「西日本こども研修センターあかし」など、複数の有形固定資

産を計上するものの、資産額が水道・下水道などの事業と比較して僅少な

ためです。 

一方、負債合計について、一般会計等では、1,466億円、市全体では、

2,413億円、連結では、2,488億円となっています。一般会計等と比べ、市

全体で1.6倍、連結で1.7倍となっています。 

 

(単位:百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

287,002 90.8% 429,276 90.8% 1.5 441,539 89.9% 1.5

事業用資産

　土地 100,128 - 103,481 - 1.0 111,163 - 1.1

　建物 141,238 - 144,071 - 1.0 149,525 - 1.1

　建物減価償却等累計額 △ 75,142 - △ 77,342 - 1.0 △ 79,415 - 1.1

　工作物 15,467 - 15,530 - 1.0 15,694 - 1.0

　工作物減価償却累計額 △ 7,266 - △ 7,280 - 1.0 △ 7,355 - 1.0

　建設仮勘定 389 - 389 - 1.0 389 - 1.0

インフラ資産

　土地 84,478 - 96,185 - 1.1 96,185 - 1.1

　建物 5,440 - 15,318 - 2.8 15,318 - 2.8

　建物減価償却累計額 △ 3,933 - △ 10,754 - 2.7 △ 10,754 - 2.7

　工作物 55,204 - 336,175 - 6.1 336,175 - 6.1

　工作物減価償却累計額 △ 31,652 - △ 189,199 - 6.0 △ 189,199 - 6.0

　建設仮勘定 1,372 - 1,372 - 1.0 1,372 - 1.0

物品 5,203 - 5,519 - 1.1 8,919 - 1.7

物品減価償却累計額 △ 3,924 - △ 4,189 - 1.1 △ 6,478 - 1.7

無形固定資産 70 0.0% 175 0.0% 2.5 407 0.1% 5.8

12,432 3.9% 18,644 3.9% 1.5 15,489 3.2% 1.2

16,626 5.3% 26,441 5.3% 1.6 33,736 6.9% 2.0

316,130 100.0% 474,536 100.0% 1.5 491,171 100.0% 1.6

130,851 41.4% 219,700 41.4% 1.7 225,460 45.9% 1.7

15,714 5.0% 21,601 5.0% 1.4 23,388 4.8% 1.5

146,565 46.4% 241,301 46.4% 1.6 248,848 50.7% 1.7

169,565 53.6% 233,235 53.6% 1.4 242,323 49.3% 1.4

316,130 100.0% 474,536 100.0% 1.5 491,171 100.0% 1.6

一般会計等 A 市全体 B 倍率
B/A

連結 C 倍率
C/A

貸借対照表　一般会計等との比較

有形固定資産

投資その他の資産

流動資産

資産合計

固定負債

流動負債

負債合計

純資産

負債及び純資産合計
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（2）純資産比率 

純資産比率とは、資産総額に対する純資産の割合、すなわち、将来返

済を要しない財源により資産を形成した割合を示す指標で、数値が高い

ほど財政状態が健全であると言われています。 

一般会計等で53.6％、市全体で49.2％、連結で49.3％となっています。 

一般会計等と比べ、市全体で率が低いのは、下水道事業や水道事業を

はじめとする企業会計では、将来の使用料収入によって償還していくこ

とを前提に市債を活用することにより、負債の比率が高くなるためです。 

連結については、市全体とほぼ同率となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

 有形固定資産減価償却率とは、償却資産の取得価額等に対する減価償却

累計額の割合を示す指標です。これは、資産の減価償却がどの程度進んで

いるかを指標化したもので、これにより、その資産の経年の程度を把握す

ることができます。当該比率は、公共施設等の除却・更新等により改善

（低下）することから、公共施設マネジメントを行う上で有用な指標とさ

れています。 

 

(単位：百万円)

一般会計等 市全体 連結

資産合計 Ａ 316,130 474,536 491,171

純資産合計 Ｂ 169,565 233,235 242,323

純資産比率 Ｂ／Ａ 53.6% 49.2% 49.3%

純資産比率の比較

（単位：百万円）

一般会計等 市全体 連結

建物（事業用）　Ａ 141,238 144,071 149,525

建物（事業用）減価償却累計額　Ｂ 75,142 77,342 79,415

53.2% 53.7% 53.1%

建物（インフラ資産）　Ｃ 5,440 15,318 15,318

建物（インフラ資産）減価償却累計額　Ｄ 3,933 10,754 10,754

建物（インフラ資産）有形固定資産減価償却率　Ｃ／Ｄ 72.3% 70.2% 70.2%

工作物（事業用）　Ｅ 15,467 15,530 15,694

工作物（事業用）減価償却累計額　Ｆ 7,266 7,280 7,355

工作物（事業用）有形固定資産減価償却率　Ｅ／Ｆ 47.0% 46.9% 46.9%

工作物（インフラ資産）　Ｇ 55,204 336,175 336,175

工作物（インフラ資産）減価償却累計額　Ｈ 31,652 189,199 189,199

工作物（インフラ資産）有形固定資産減価償却率　Ｇ／Ｈ 57.3% 56.3% 56.3%

建物（事業用）有形固定資産減価償却率　Ｂ／Ａ

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）の比較


